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 第 7 回アジア太平洋適応ネットワーク (APAN) フォーラム  セッション・レポート 

気候変動適応のギャップを埋めるための努力 

 

 

日時：    2021 年 3 月 11 日 (木) 18:30 ～ 20:00 (日本時間） 

場所：    インターネット配信 

主催：    環境省、公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES)、国連環境計画(UNEP) 

視聴者数： 59 (APAN フォーラムオンライン会議システム上のセッション視聴登録者数) 

 

概要： 

最近、適応に関する 2 つのフラッグシップ・レポートが発表された。ひとつは 2021 年 1 月 14 日に出版された

『適応ギャップ報告書 (Adaptation Gap Report)』（国連環境計画、UNDP）、もうひとつは 2020 年 12 月 18 日に

出版された『適応の現状と傾向に関する報告書 (State and Trends in Adaptation Report)』である。これらのレ

ポートは、現在進行中の適応努力、そして適正な適応努力の水準と現実のギャップ等について、最新の知見を

示すものとなっている。さらに、現在 IPCC の第 6 次評価報告書の作成作業も進行中であり、適応ギャップを埋

めるためのアジアの適応対策の選択肢などに関する最新の科学的知見も集まりつつあるといえる。一方、アジ

ア太平洋地域においては、AP-PLAT（アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム）のスキームの下、関

係機関の幅広い協働によって、まさにそうした適応ギャップを埋めるために、地域の適応能力の大幅な向上を

図る努力が開始された。APAN フォーラムの 1 週間前には、多くの関係機関が参加して、その取組方針等を議

論する、AP-PLAT ワークショップも開催された。 

本セッションでは、まず、アジア太平洋地域における現在進行中の適応努力、残された適応ギャップ、そして

その適応ギャップを埋めるための選択肢等について、気候変動適応分野における最新の科学的レポートの執

筆者陣から報告いただいた。ついで、AP-PLAT ワークショップの結果を踏まえ、これらの適応ギャップを埋める

ための対策として、アジア太平洋地域における適応能力強化を、幅広い関係機関が一丸となってどのように進

めるのか、その戦略とプランについての報告がなされた。 

 

セッション構成： 

・ 本セッションは、APAN フォーラムのサイドイベントとして実施された。 

・ 日英同時通訳あり（Zoom 画面上にて言語選択可）。 

・ 英語版（オリジナル）を閲覧するためには、事前に APAN フォーラムオンライン会議システムへの登録要、

日本語版は Youtube の専用チャンネルにて LIVE ストリーミング配信を行った。 
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プログラム： 

総合司会 水野 理 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES) プリンシパル・フェロー 

開会挨拶 髙橋 一彰 

環境省 地球環境局 総務課 気候変動適応室 室長 

パネル 

ディスカッション 

登壇者： 

ヴァレリ・カポス 

国連環境計画(UNEP) 世界自然保全モニタリングセンター センター長 

『適応ギャップ報告書 (Adaptation Gap Report)』執筆者 

 

エイピン・チェン 

グローバル適応センター(GCA) 中国事務所 所長 

『適応の現状と傾向に関する報告書 (State and Trends in Adaptation Report)』執筆者 

 

ラザシ・ダスグプタ 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES) 主任研究員 

IPCC 第 6 次評価報告書(AR6) WG2 チャプターサイエンティスト 

 

久山 哲雄 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES) バンコク事務所 所長 

AP-PLAT キャパシティービルディング・コーディネーション・オフィス 

 閉会 

 

 

関連資料： 

UNEP『適応ギャップ報告書 (Adaptation Gap Report)』 

GCA『適応の現状と傾向に関する報告書 (State and Trends in Adaptation Report)』 

アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム(AP-PLAT) 

  

https://www.iges.or.jp/jp/pub/unep-agr-2020/ja
https://gca.org/reports/state-and-trends-in-adaptation-report-2020/
https://ap-plat.nies.go.jp/index.html
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レポート（要約版）： 

 

本イベントでは、適応ギャップとそれを埋めるための適応オプションに関する最新の科学的な情報の共有と、

それらの知見に基づいた適応策を実行に移すための地域的アプローチの紹介が行われた。4 名のパネリスト

からは、いずれも最新の科学的知見と、それを踏まえて前進するための洞察に満ちた発表がなされた。 

まず、『適応ギャップ報告書 (Adaptation Gap Report)』の執筆者である UNEP のヴァレリ・カポス世界自然保

全モニタリングセンター長からは、最新の報告書の概要が発表された。本報告書は、世界各国における気候変

動適応策の進展具合、そして今回は自然に基づいた解決策(NbS)に焦点をあて、両者をそれぞれ「計画、資

金、実施」の 3 つの観点から検証したものである。総じて、過去 10 年間で世界の国レベルにおける適応策へ

の取り組みが進展したことを示す確かな証拠があるものの、さらなる努力が必要であることが明らかとなった。

一般的に、適応策は気候政策の一部となっているが、農業や水の分野のみならずすべてのセクターで、そして

地域コミュニティから政府まですべてのレベルのガバナンスにおいて、主流化する必要がある。資金に関して

は、気候ファイナンス自体の規模は拡大しているものの、COVID-19 パンデミック対策により公的資金が圧迫さ

れていることもあり、そのスピードはあまりに遅く、増加する気象関連災害のスピードに追いついていないことが

強調された。NbS は、主に沿岸における災害、豪雨による災害、気温の上昇、干ばつ、という 4 つの気象災害

分野に対して有効であるとされている。国レベルおよび国際レベルの両方で、NbS が気候変動適応に大きく貢

献し得るという認識は広がっているものの、NbS に重きをおいた明確な計画はまだ限られている。最後に、各

国における適応策の進捗状況の把握が、依然として課題となっていることも言及された。適応策のモニタリング

と評価(M&E)を正確かつ広範に行うことが肝要であるが、そのためにはより詳細なデータが必要である。 

続いて、『適応の現状と傾向に関する報告書 (State and Trends in Adaptation Report)』の執筆者である

GCA のエイピン・チェン中国事務所所長からは、2018 年に設立された GCA の紹介と、報告書の概要が発表さ

れた。2018 年に設立された GCA の活動は、知見の共有、アジェンダの設定とアドボカシー、プログラムと実

践、の 3 本柱から成る。5 つの分野（都市の成長とレジリエンス強化のための水、より強靭なインフラとしての

自然、農村の生計と食糧安全保障、気候ファイナンス、ユースのリーダーシップ）と 2 つの横断的なテーマ（地

域に根差した行動、ジェンダー主流化）から構成されるプログラムと 2025 年までの目標も紹介した。今年 1

月、GCA がオランダ政府と共催した気候適応サミット(CAS)にて公開された GCA 初の地域別報告書『適応の

現状と傾向に関する報告書』は、UNEP の『適応ギャップ報告書』が国際交渉や国家の適応策に焦点を当てて

いるのに対し、よりローカルレベルでの取り組みにフォーカスしており、この 2 つの報告書は、互いに補完し合

うものであると強調した。報告書では、気候変動適応の「理解」「計画」「財務」の強化を目的とした政策提言も

行っている。とくに、世界の暴風雨の 70％、洪水の 50％以上が東アジアと太平洋地域で発生していることから

も（2008～2014 年の統計による）、この地域の気象災害に対する脆弱性を指摘した。オーストラリア、中国、日

本などは、水資源管理、農業、防災等の分野で適応策が進んでいるのに対し、低開発国や島しょ国では、適応

策の進展に遅延が見られる点も指摘するとともに、NbS やグリーンインフラの取組事例も紹介した。最後に、

GCA が今後推進していく予定の地域主導の活動(Locally led action)における主要な方針（実践からの学び、国

家および非国家主体の適応策の進捗トラッキング、国境を越えたリスクと脆弱性の分析）を紹介した。 
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IPCC 第 6 次評価報告書(AR6) WG2 チャプターサイエンティストのラザシ・ダスグプタ IGES 主任研究員は、

IPCC や IPBES の評価報告書といった、最新のグローバル評価報告書から見たアジアの主要なリスクと適応

策について発表した。IPCC AR5 では、6 つのサブ・リージョンからなる 51 カ国をアジア地域と定義しており、そ

の人口は約 44.6 億人（2016 年）で、世界人口の約 6 割を占めている。本報告では、アジア地域の気候リスク

の中で特に重要な分野として、1) 水資源の不足、2) 気象災害の増加、3) 都市の脆弱性の増大、が取り上げ

られた。まず、気候変動、特に降水量の変化、河川流量の変化、永久凍土の融解、異常気象などは、淡水の

利用可能性に影響を与えることが予想されている。その結果、2050 年にはアジアで 3 億人以上の人々が水不

足に直面すると試算されている。有効とされる適応オプションは、節水技術、灌漑管理、水利構造の開発など

の物理的な水インフラの改善を行うことに加え、NbS として土地利用計画の見直しや湿地の保全を行ったり、

再利用も含めた多様な水資源管理の手法を模索したりすることであるとした。次に気象災害については、1990

年から 2015 年の間、異常気象により最も災害の影響を受けた上位 10 カ国のうち、実に 7 カ国がアジアの

国々であった。また、異常気象の頻度と強度の増加の背景には、人為的な気候変動があるという証拠も増えて

いる。適応オプションとしては、気象災害に対処するための指標開発や関係機関の能力強化、グリーンインフ

ラを含むハードとソフトを組み合わせた弾力性のあるインフラの構築、過去の災害データベースの強化、早期

警報・予測メカニズムの技術的能力への投資、生態系に基づく適応策(EbA)の推進などが示された。最後に都

市の脆弱性増大に関しては、2050 年には世界における人口 1,000 万人以上のメガシティ 23 都市のうち、14

都市がアジアに集中すると言われている。拡大する都市の気候リスクとして、洪水や熱波による死亡率の増

加、干ばつや地下水の枯渇等が指摘されている。こういった都市部における主要な気候ハザードのほとんど

は、より回復力のある都市計画、レジリエントな成長のための都市農村連環の構築、EbA/NbS、科学的根拠に

基づく適応策などの強固な適応策によって、リスクの度合いを大幅に低減することができるとした。 

AP-PLAT キャパシティービルディング・コーディネーション・オフィスの久山哲雄 IGES バンコク事務所所長

は、これまでの 3 名の登壇者が発表したような気候変動に関する科学的知見を、意思決定と実践的な適応行

動に結びつけるための取組である、AP-PLAT プログラムについて紹介した。アジア太平洋地域において、適

応に関するキャパシティービルディングはこれまで数多くの機関が実施してきたが、より効果的なインパクトを

生み出すためには、これらの多様な研修機関が知識やツールの共有、相互協力、フォローアップ支援を実施す

るためのプラットフォームが必要である。そこで AP-PLAT プログラムは、単に各機関の協力の機会を提供する

だけでなく、科学的根拠に基づく政策、活動、および現場での適応プロジェクトの実施を強化することを目的とし

て開始された。コーディネーションオフィスである IGES は、具体的なプログラムの指針として、1) キャパシティ

ービルディング実施機関のネットワーク化、2) 教材の開発とその共有、3) 既存のトレーニングプログラムとの

連携、4) キャパシティービルディングを促進するための新しい基金の設立、5) テーマ別コースの開設、6) ボト

ムアップアプローチによる適応策の推進、の 6 点を紹介した。 

最後に、各登壇者に対し、「気候変動適応のギャップを埋めるため、特に適応能力開発の取組において、ど

のような努力が必要か」という問いが投げかけられた。特に政策策定者や資金に関する意思決定者への科学

的知見に基づいたキャパシティービルディングの重要性や、研修後のフォローアップの必要性、適応ファイナン

スを促進するための有効な事業立案のためのサポートをしていくこと、そして、本日の登壇者である UNEP、

GCA、環境省、IGES が今後も「適応の促進」という同じ目標に向けて協力していくことが確認された。 


